
会社法施行規則及び会社計算規則による株式会社の各種書類のひな型（計算書類及び連結計算書類）新旧対照表 

 

新 旧 
会社法施行規則及び会社計算規則による 

株式会社の各種書類のひな型 

 

(社)日本経済団体連合会

経済法規委員会企画部会

 

Ⅲ 計算書類 

 

第１ 貸借対照表 

 

（記載上の注意） 

(1) 新株式申込証拠金あるいは自己株式申込証拠金がある場合には、純資産の部の株主資本の内訳項

目として区分掲記する。 

(2) ファイナンス・リース取引の貸主側の場合には、リース債権、リース投資資産により表示する。

(3) 「棚卸資産」として一括表示し、その内訳を示す科目及び金額を注記することも考えられる。 

(4) 資産除去債務については、1年内に履行されると認められるものは、流動負債において資産除去債

務により表示し、それ以外のものは、固定負債において資産除去債務により表示する。 

(5) 工事損失引当金の残高は、貸借対照表に流動負債として計上する。ただし、同一の工事契約に係

る棚卸資産及び工事損失引当金がある場合には、両者を相殺した差額を棚卸資産または工事損失引当

金として流動資産または流動負債に表示することができる。 

(6) 資産除去債務に係る規定は、平成 22 年 4月 1 日前に開始する事業年度に係る計算関係書類につい

ては適用されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改

正する省令」（平成 21 年法務省令第 7号）附則第 8 条第 1項）。 

(7) 工事契約及び工事損失引当金に係る規定は、平成 21 年 4月 1 日前に開始する事業年度に係る計算

関係書類については適用されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規

則等の一部を改正する省令」（平成 21 年法務省令第 7号）附則第 8 条第 2項）。 

 

 

第４ 個別注記表 

 

【通則的事項】 

１．「個別注記表」「連結注記表」といった表題をつける必要はない。また独立した一表とする必要は

なく、脚注方式で記載できる。 

２．該当事項がない場合は、記載を要しない（「該当事項なし」と特に記載する必要はない。） 

３．作成すべき注記表は、会計監査人設置会社かどうか、公開会社かどうか、有価証券報告書の提出義

務の有無により以下のように異なる。 

 

 

 

 

会社法施行規則及び会社計算規則による 

株式会社の各種書類のひな型 

 

(社)日本経済団体連合会 

経済法規委員会企画部会 

 

Ⅲ 計算書類 

 

第１ 貸借対照表 

 

（記載上の注意） 

(1) 新株式申込証拠金あるいは自己株式申込証拠金がある場合には、純資産の部の株主資本の内訳項

目として区分掲記する。 

(2) ファイナンス・リース取引の貸主側の場合には、リース債権、リース投資資産により表示する。 

(3) 「棚卸資産」として一括表示し、その内訳を示す科目及び金額を注記することも考えられる。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

第４ 個別注記表 

 

【通則的事項】 

１．「個別注記表」「連結注記表」といった表題をつける必要はない。また独立した一表とする必要は

なく、脚注方式で記載できる。 

２．該当事項がない場合は、記載を要しない（「該当事項なし」と特に記載する必要はない。） 

３．作成すべき注記表は、会計監査人設置会社かどうか、公開会社かどうかにより以下のように異なる。 
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※ る（会社法第 444 条第 3項）。

 

１ 当該会社は、連結計算書類の作成義務のある会社であ  

２ 連結注記表にあっては「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」とな※

る。 

※ を要しない（会社計算規則第109条第2項・３ 連結注記表を作成する株式会社は、個別注記表における注記

第110条第2項）。 

※４ 連結計算書類を作成する株式会社は、個別注記表における注記を要しない（会社計算規則第111条第2項）。

 

 

 

 

 個別注記表 

注記事項 会計監査人設置会社 会計監査人設置会社以外

 

大会社であ

って有価証

券報告書の

提出義務の

ある会社※

１ 

左記以外

の会社 
公開会社 非公開会社

連結 

注記表

① 継続企業の前提に関する注記 ○ ○ － － ○ 

② 
重要な会計方針に係る事項に

関する注記※２ 
○ ○ ○ ○ ○ 

③ 
(連結) 

貸借対照表に関する注記 
○ ○ ○ － ○ 

④ 損益計算書に関する注記 ○ ○ ○ － － 

⑤ 
(連結)株主資本等変動計算書

に関する注記 
○ ○ ○ ○  ○ 

⑥ 税効果会計に関する注記 ○ ○ ○ － － 

⑦ 
リースにより使用する固定資

産に関する注記 
○ ○ ○ － － 

⑧ 金融商品に関する注記※３ ○ ○ ○ － ○ 

⑨ 
賃貸等不動産に関する注記※

３ 
○ ○ ○ － ○ 

⑩ 
持分法損益等に関する注記※

４ 
○ － － － － 

⑪ 
関連当事者との取引に関する

注記 
○ ○ 

○ 

（一部は、

附属明細書

へ） 

－ － 

⑫ １株当たり情報に関する注記 ○ ○ ○ － ○ 

⑬ 重要な後発事象に関する注記 ○ ○ ○ － ○ 

⑭ 
連結配当規制適用会社に関す

る注記 
○ ○ － － － 

⑮ その他の注記 ○ ○ ○ ○ ○ 

 

 

（新設） 

※ 連結注記表にあっては「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」となる。 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

４．貸借対照表、損益計算書または株主資本等変動計算書の特定の項目に関連する注記については、そ

の関連を明らかにしなければならない。 

 

 個別注記表 

注記事項 会計監査人設置会社以外 

 

 

 

 

 

 

会計監査人 

設置会社 公開会社 非公開会社 

連結 

注記表 

継続企業の前提に関する注記 ○ － － ○ 

重要な会計方針に係る事項に関

する注記※ 
○ ○ ○ ○ 

(連結) 

貸借対照表に関する注記 
○ ○ － ○ 

損益計算書に関する注記 ○ ○ － － 

(連結)株主資本等変動計算書に

関する注記 
○ ○ ○  ○ 

税効果会計に関する注記 ○ ○ － － 

リースにより使用する固定資産

に関する注記 
○ ○ － － 

（新設）     

（新設） 

 
    

（新設） 

 
    

関連当事者との取引に関する注

記 
○ 

○ 

（一部は、 

附属明細書 

へ） 

－ － 

１株当たり情報に関する注記 ○ ○ － ○ 

重要な後発事象に関する注記 ○ ○ － ○ 

連結配当規制適用会社に関する

注記 
○ － － － 

その他の注記 ○ ○ ○ ○ 
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１ 記 

注意） 

当該株式会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を

．継続企業の前提に関する注

 

（記載上の

事業年度の末日において、

生じさせるような事象

１．継続企業の前提に関する注記 

 

（記載上の注意） 

事業年度の末日において、財務指標の悪化の傾向、重要な債務の不履行等財政破綻の可能性その他

会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況が存在する場

合に注記する。この場合、次の事項の記載が必要である。 

 

 

 

① 当該事象または状況が存在する旨及びその内容 

② 継続企業の前提に関する重要な疑義の存在の有無 

③ 当該事象または状況を解消または大幅に改善するための経営者の対応及び経営計画 

 

（新設） 

④ 当該重要な疑義の影響の計算書類への反映の有無 

 

 

 2-4.その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 [記載例] 

  ４

または状況が存在する場合であって、当該事象または状況を解消し、又は改善

するための対応をしてもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められるとき（当該事業年

度の末日後に当該重要な不確実性が認められなくなった場合を除く。）に注記する。なお、継続企業

の前提に関する重要な不確実性が認められるか否かについては、総合的かつ実質的に判断を行う。こ

要である。 の場合、次の事項の記載が必

① 当該事象又は状況が存在する旨及びその内容 

（削除） 

② 当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策 

（少なくとも当該事業年度の末日 から 1年内に講じるもの）の翌日  

③ 当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由 

④ 当該重要な不確実性の影響を計算書類に反映しているか否かの別 

 

 

 2-4.収益及び費用の計上基準 

 

[記載例] 

４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適  

用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用

する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

の基本となる重要な事項

 

2-5.その他計算書類作成のため  

 

[

５

記載例] 

．その他 類 ため 項 

（1）～（3 ） 

計算書 の作成の の基本となる重要な事

）（省略

 

（記載上の注意） 

(1) 「５．そ

用し

（「会計

の他計算書 のた では、「計算書類の作成のために採

手 に表示方 その他計算書類 項」

方針」と 、上記１から４

類の作成 めの基本とな

続並び

る重要な事項」

法ている会計処理の原則及び 作成のための基本となる事

いう。）のうち 以外の重要なものを記載する。 

 

2-6.重要な会計方針の変更 

 

[記載例] 

６．重要な会計方針の変更 

(1) ～（3）（省略） 

 

 

 

８．持分法損益に関する注記 

．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

     (1) ～（3）（同左） 

 

（記載上の注意） 

(1) 「４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項」では、「計算書類の作成のために採

用している会計処理の原則及び手続並びに表示方法その他計算書類作成のための基本となる事項」

（「会計方針」という）のうち、上記１から３以外の重要なものを記載する。 

 

2-5.重要な会計方針の変更 

 

[記載例] 

５．重要な会計方針の変更 

(1) ～（3）（同左） 

 

 

 

（新設） 
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[記載例] 

する投資の金額        万関連会社に対       ××× 百 円 

円持分法を適用した場合の投資の金額      ××× 百万      

持分法を適用した場合の投資利益の金額         ××× 百万円 

 

 

（ の注意）記載上  

(1) 及び利益 からみて の乏しい関 外 とができ 損益 剰余金 重要性 連会社を除 するこ る。 

(2) を作成する株式会社は、個別注 記を要しない。連結計算書類 記表における注  

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

[記載例] 

 

１．親会

 

２．子会社及び関連会社等 

(単位：百万円) 

種 類

 

 

社及び法人主要株主等 

 等 の

名称 

所 有 ( 被 所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 金 額

(注４)

科 目 
期末残

高 

会 社 議決権等の 取引 

子会社 Ｄ社 

直接○％ 

所有 資金の援助 

役員の兼任 

資金の貸付

（注１） 

××× 長期貸付金

 

×××

利息の受取

（注 1） 

××× そ の 他 流

動資産 

×××

関 資の引受

注２） 

××× － －連 
Ｅ社 

所有 

直接○％ 

役務の受入れ 

役員の兼任 

増

（会 社 

関連 

会社の Ｆ社 

なし なし 債権放棄 

（注３） 

××× － －

子会社 

種 類 

会 社

等 の

決権等の

所 有 ( 被 所

有)割合 

連当事者
取引

金額

（注

 目 期末残高

名 称 

議
関

との関係 

取引の 

内容 

 

 科

４）

親会社 Ａ社 

被所有 

直接○% 

当社製品の

販売 

役員の兼任 

×× 売掛金 ××× 

  間接○% 

○○製品

の販売 

（注１）

× 

その他

間接○% 

Ｂ社製品の

購入 
××× 買掛  ××× の関係

会社 

Ｂ社 

被所有 

直接○% 

原材料の

購入 

（注２）

金

主要株

主 ( 会

社等） 

被所有 

直接○% 

間接○% 

技術援助契

約の締結 

技術料の

（注３）

×× 払 ××× Ｃ社 支払 × 未 費用

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８．関連当事者との取引に関する注記 

 

[記載例] 

  

１．親会社及び法人主要株主等 

 

２．子会社及び関連会社等 

 (単位：百万円) 

属 性

会 社

等 の

名称 

議決権等の

所 有 ( 被 所

有)割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引 

金 額

(注４)

科 目 
期 末 残

高 

子会社 Ｄ社 

所有 

直接○％ 

資金の援助 

役員の兼任 

資金の貸付

（注１） 

利息の受取

（注 1） 

×××

×××

長期貸付金 

 

そ の 他 流

動資産 

××× 

 

××× 

関 連 

会 社 
Ｅ社 

所有 

直接○％ 

役務の受入れ 

役員の兼任 

増資の引受

（注２） 

××× － － 

関連 

会社の 

子会社 

Ｆ社 

なし なし 債権放棄 

（注３） 

××× － － 

 

属 性 

会 社

等 の

名 称

議決権等の

所 有 ( 被 所

有)割合 

関連当事者

との 

関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（注４）

科 目 期末残高 

親会社 Ａ社

被所有 

直接○% 

  間接○% 

当社製品の

販売 

役員の兼任

○○製品

の販売 

（注１）

××× 売掛金 ××× 

その他

の関係

会社 

Ｂ社

被所有 

直接○% 

間接○% 

Ｂ社製品の

購入 

原材料の

購入 

（注２）

××× 買掛金 ××× 

主要株

主 ( 会

社等） 

Ｃ社

被所有 

直接○% 

間接○% 

技術援助契

約の締結 

技術料の

支払 

（注３）

××× 未払費用 ××× 

 4



３．兄弟会社等 

 

種 類 
会

有

関
取 容 

額

） 残 高

社等

の名称 

議

所

決権等の

有(被所

）割合 
と

連当事者

の関係 
引の内

取引金

（注３
科 目 

期 末

親会社の

子会社 
Ｇ社 

な  

事

×××

×××

×××

×××

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－

－

し 

 

業譲渡 

事業譲渡(注１) 

譲渡資産合計 

譲渡負債合計 

譲渡対価 

事業譲渡益 

 

その他の

関係会社

の子会社 

Ｈ社 

(Ｂ社

の子会

社）

被所

直接

なし 

跡

（

 

×××

 

 

 

その他流

動資産 

×××

 

有 

○% 

旧○○工場

地の譲渡 

注２） 

売却代金 

売却損 ××× － －

（削除） （削除） （削除） （削除） 削除） （削除） （削除） （削除）（

 

取 引条件の決定方針等 

（ 譲渡については、親会社の方針に基づいて の事業を譲渡したものであり、当社の

対価に基づき交渉の上、決定しており

（ 産 鑑 格を勘 よ てお 条 時 50％ 残金

均 は年○％ 。

（

 

 

（

引条件及び取

注１）事業

算定した

注

○○部門

す。 ま

り２）不動

は５年

削除） 

注３

鑑定士の

等年賦払

定価

、金利

案して交渉に

であります

決定し

 

り、支払 件は引渡 、

）取引金額には消費税等を含めておりません。 は消費税等を含めております。 

 

４．役員及び個人主要株主等

期末残高に

 

種 類 
ま た は

氏名 

の所有(被

所有)割合 
との関係 内容 

金 額 

(注８) 

科 目 期末残高

会 社 等

の 名 称
議決権等

関連当事者 取引の 
取 引 

主 要 株 主

(個人)及

び そ の 近

親者 

ａ 被所有 

直接○% 

前当社取締役 

当社の外注先

であるＪ社の

代表取締役 

コンピュ

ータ・プ

ログラム

の 製 作

（注１）

××× 未払金 ×××

３．兄弟会社等 

 

属 性 

会 社

等 の

名称

議 決 権 等

の所有(被

所有）割合

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額

（注３）
科 目 

期 末 

残 高 

親会社の

子会社 
Ｇ社

なし  

 

事業譲渡 

事業譲渡(注１) 

譲渡資産合計 

譲渡負債合計 

譲渡対価 

事業譲渡益 

×××

×××

×××

×××

 

－ 

－ 

－ 

－ 

 

－ 

－ 

－ 

－ 

その他の

関係会社

の子会社 

Ｈ社

(Ｂ

社の

子会

社)

被所有 

直接○%

なし 

旧○○工場跡

地の譲渡 

（注２） 

売却代金 

 

売却損 

×××

×××

 

 

 

その他 

流動資産 

－ 

 

 

 

××× 

 

－ 

主要株主

(会社等)

が議決権

の過半数

を所有し

ている会

社等 

Ｉ社

(Ｃ

社の

子会

社)

被所有 

直接○%

 

 

○○設備の

リース 

支払リース料

（注３） 

未経過リース

料残高相当額

（注３） 

支払利息相当

額 

×××

×××

×××

 

 

前払費用 

 

 

 

 

 

××× 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１）事業譲渡については、親会社の方針に基づいて○○部門の事業を譲渡したものであり、当社の

算定した対価に基づき交渉の上、決定しております。 

（注２）不動産鑑定士の鑑定価格を勘案して交渉により決定しており、支払条件は引渡時 50％、残金

は５年均等年賦払、金利は年○％であります。 

（注３）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。リース

料については、提示された見積りを他社より入手した見積りと比較の上、交渉により決定してお

ります。 

（注４）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

４．役員及び個人主要株主等 

属 性 

会 社 等

の 名 称

ま た は

氏名 

議決権等

の所有(被

所有)割合

関連当事者

との関係 

取引の 

内容 

取 引 

金 額 

(注８) 

科 目 期末残高 

主 要 株 主

(個人)及

び そ の 近

親者 

ａ 被所有 

直接○%

前当社取締役

当社の外注先

であるＪ社の

代表取締役 

コンピュ

ータ・プ

ログラム

の 製 作

（注１）

××× 未払金 ××× 
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ｂ 被所有 

直接○% 

当社取締役 

債務保証 

債務保証

（注２）

保証料の

×××

×××

－ 

 

－ 

－

受 入 れ

（注２）

－

役 員 及 び

そ の 近 親

者 

ｃ 被所有 当社取締役 

被保証 

当社銀行

借入に対

する債務

被 保 証

（注３）

 

××× － －

直接○% 債務

主要株主(個 Ｋ

人)及びその

社 

（注４）

なし なし 有価証券

の 売 却

（注５） ×××

 

 

－ －近親者が議

決権の過半

数を所有し

売却代

金 

××× － －

ている会社

等 

売却益

 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

Ｌ社 

（注６）

なし 担保の被提供 当社の銀

行借入金

に対する

土地の担

保 提 供

（注７）

××× － －

 

(記載

…… 

(10) 会社計算規則第112

上の注意） 

 

条第 2 項第 3 号 結子会社との取引も開示対象に含まれ

ることなどから生ずる計算書類の作成のスケジュール上の制約や実務上の事務負担の問題等に鑑み、

ととした趣旨からすれば開示させる必要が乏しいと思われる取引について、開

示対象から外すことを明記したものである。この規定により開示対象から除外される「当該取引に係

格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して一般の取引の条件と同様のもの

している場合や、建物の賃貸等で近隣の地代、取引実勢に基づいて一般的な

取

10

の規定は、本注記が連

本注記を必要とするこ

る条件につき市場価

を決定していることが明白」な取引とは、例えば、製品の販売等について市場価格を勘案して一般的

な取引条件と同様に決定

取引条件と同様の賃料を決定している場合などが考えられる。一般の取引の条件とは、必ずしも一定

の金額であるとは限らず、ある程度幅をもった金額の範囲内であることが通常と考えられる。また

引の条件を検討するにあたっては、社会通念上、取引条件を決定する要素はすべて考慮対象となり得、

例えば、一般的には、長期的・継続的な取引であるという事情は考慮することとなる。 

 

．1 株当たり情報に関する注記 （省略） 

 

11．重要な後発事象に関する注記（省略） 

 

12．連結配当規制適用会社 （省略） 

 

ｂ 被所有 

直接○%

当社取締役

債務保証 

債務保証

（注２）

保証料の

受 入 れ

（注２）

×××

×××

－ 

 

－ 

－ 

 

－ 

役 員 及 び

そ の 近 親

者 

ｃ 被所有 

直接○%

当社取締役

債務被保証

当社銀行

借入に対

する債務

被 保 証

（注３）

 

××× － － 

主要株主(個

人)及びその

近親者が議

決権の過半

数を所有し

ている会社

等 

Ｋ社 

（注４）

なし なし 有価証券

の 売 却

（注５）

売却代

金 

売却益

 

×××

×××

 

 

－ 

－ 

 

 

－ 

－ 

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を所有

している会

社等 

Ｌ社 

（注６）

なし 担保の被提供 当社の銀

行借入金

に対する

土地の担

保 提 供

（注７）

××× － － 

 

(記載上の注意） 

 …… 

(10) 会社計算規則第140条第 2 項第 3 号の規定は、本注記が連結子会社との取引も開示対象に含まれ

ることなどから生ずる計算書類の作成のスケジュール上の制約や実務上の事務負担の問題等に鑑み、

本注記を必要とすることとした趣旨からすれば開示させる必要が乏しいと思われる取引について、開

示対象から外すことを明記したものである。この規定により開示対象から除外される「当該取引に係

る条件につき市場価格その他当該取引に係る公正な価格を勘案して一般の取引の条件と同様のもの

を決定していることが明白」な取引とは、例えば、製品の販売等について市場価格を勘案して一般的

な取引条件と同様に決定している場合や、建物の賃貸等で近隣の地代、取引実勢に基づいて一般的な

取引条件と同様の賃料を決定している場合などが考えられる。一般の取引の条件とは、必ずしも一定

の金額であるとは限らず、ある程度幅をもった金額の範囲内であることが通常と考えられる。また取

引の条件を検討するにあたっては、社会通念上、取引条件を決定する要素はすべて考慮対象となり得、

例えば、一般的には、長期的・継続的な取引であるという事情は考慮することとなる。 

 

9．1 株当たり情報に関する注記 （同左） 

 

10．重要な後発事象に関する注記（同左） 

 

11．連結配当規制適用会社 （同左） 
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．13 その他の注記 

記載上の注意） 

記表に記載すべき事項のほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書

に

きる。 

（削除） 

 

（削除） 

①

 

（

(1) 上記の個別注

より会社の財産または損益の状態を正確に判断するために必要な事項を記載する。 

(2) 例えば、以下のような会計基準等で注記すべきとされている事項や有価証券報告書提出会社が有

価証券報告書で開示する事項について、重要性を勘案のうえ、記載することがで

（削除）

 退職給付に関する注記 

② 減損損失に関する

③

注記 

 企業結合・事業分離に関する注記 

④ 資産除去債務に関する注記 

⑤ その他追加情報の注記 

 

Ⅳ 連結計算書類 

 

第１ 連結貸

 

（記載上の注意）

(1) 新株式申 拠金がある場合 純資産の部の の内訳項

目として

(2) ファイナ 引の貸主側の場合には、リース債権 ス投資資産 示する。

(3) 「棚卸資産」として一括表示し、その内訳を示す科目及び金額を注記することも考えられる。 

(4 資産除 ては、1年内に履行されると認められるものは、流動負債 て資産除去債

借対照表 

 

込証拠金あるいは自己株式申込証

区分掲記する。 

には、 株主資本

ンス・リース取 、リー により表

) 去債務につい におい

務により表示し、それ以外のものは、固定負債において資産除去債務により表示する。 

) 工事損失引当金の残高は、貸借対照表に流動負債として計上する。ただし、同一の工事契約に係(5

る棚卸資産及び工事損失引当金がある場合には、両者を相殺した差額を棚卸資産または工事損失引当

金として流動資産または流動負債に表示することができる。 

平成 22 年 4月 1 日前に開始する事業年度に係る計算関係書類につい(6) 資産除去債務に係る規定は、

ては適用されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改

正する省令」（平成 21 年法務省令第 7号）附則第 8 条第 1項）。 

(7) 工事契約及び工事損失引当金に係る規定は、平成 21 年 4月 1 日前に開始する事業年度に係る計算

関係書類については適用されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規

則等の一部を改正する省令」（平成 21 年法務省令第 7号）附則第 8 条第 2項）。 

２ 連結損益計算書 

 

第

 

（記載上の注意） 

少数株主損益調整前当期純利益または少数株主損益調整前当期純損失の表示に係る規定を早期適

用 （「会社法施行規則、会社計算規則し、連結損益計算書に表示する場合には、次のように記載する

等 則第 8 条第 1項）。の一部を改正する省令」（平成 21 年法務省令第 7 号）附  

 

 

12．その他の注記 

 

（記載上の注意） 

(1) 上記の個別注記表に記載すべき事項のほか、貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書

により会社の財産または損益の状態を正確に判断するために必要な事項を記載する。 

(2) 例えば、以下のような会計基準等で注記すべきとされている事項や有価証券報告書提出会社が有

価証券報告書で開示する事項について、重要性を勘案のうえ、記載することができる。 

① 有価証券に関する注記 

② デリバティブ取引に関する注記 

③ 持分法損益等に関する注記（連結計算書類を作成していない場合） 

④ 退職給付に関する注記 

⑤ 減損損失に関する注記 

⑥企業結合・事業分離に関する注記 

（新設） 

⑦ その他追加情報の注記 

 

Ⅳ 連結計算書類 

 

第１ 連結貸借対照表 

 

（記載上の注意） 

(1) 新株式申込証拠金あるいは自己株式申込証拠金がある場合には、純資産の部の株主資本の内訳項

目として区分掲記する。 

(2) ファイナンス・リース取引の貸主側の場合には、リース債権、リース投資資産により表示する。 

(3) 「棚卸資産」として一括表示し、その内訳を示す科目及び金額を注記することも考えられる。 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

第２ 連結損益計算書 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 7



[記載例] 

連結損益計算書 

（自平成○年○月○日 至平成○年○月○日） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

・・・・・・・ ××× ××× 

税金等調整前当期純利益  ××× 

法人税、住民税及び事業税 ×××  

法人税等調整額 ××× ××× 

少数株主損益調整前当期純利益  ××× 

少数株主利益  ××× 

当期純利益  ××× 
 

 

第４ 

 

１ に関する注記 

（

度の末日において、当該株式会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑

連結注記表 

．継続企業の前提

 

記載上の注意） 

連結会計年

義を生じさせるような事象または状況が存在する場合であって、当該事象または状況を解消し、又は

改善するための対応をしてもなお継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められるとき（当該連

結会計年度の末日後に当該重要な不確実性が認められなくなった場合を除く。）に注記する。なお、

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められるか否かについては、総合的かつ実質的に判断を

行う。この場合、次の事項の記載が必要である。 

① 当該事象又は状況が存在する旨及びその内容 

（削除） 

② 当該事象又は状況を解消し、又は改善するための対応策 

③ 当該重要な不確実性が認められる旨及びその理由 

重要な不確実性④ 当該 の影響を連結計算書類に反映しているか否かの別 

 

２．連

 

[記載方法

連結計算 記

は当該各号

① 連結

イ 社の名称 

ロ 非連

ａ 主要

結 ための基本となる重要な事項に関する注記 計算書類の作成の

の説明] 

書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記として、次の事項を記載する。注

に掲げる事項に区分しなければならない。 

の範囲に関する次に掲げる事項 

な連結子会連結子会社の数及び主要

結子会社がある場合には、次に掲げる事項 

な非連結子会社の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４ 連結注記表 

 

１．継続企業の前提に関する注記 

 

（記載上の注意） 

連結会計年度の末日において、財務指標の悪化の傾向、重要な債務の不履行等財政破綻の可能性そ

の他会社が将来にわたって事業を継続するとの前提に重要な疑義を抱かせる事象または状況が存在

する場合に注記する。この場合、次の事項の記載が必要である。 

 

 

 

① 当該事象または状況が存在する旨及びその内容 

② 継続企業の前提に関する重要な疑義の存在の有無 

③ 当該事象または状況を解消または大幅に改善するための経営者の対応及び経営計画 

（新設） 

④ 当該重要な疑義の影響の連結計算書類への反映の有無 

 

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 

 

[記載方法の説明] 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記として、次の事項を記載する。注記

は当該各号に掲げる事項に区分しなければならない。 

① 連結の範囲に関する次に掲げる事項 

イ 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

ロ 非連結子会社がある場合には、次に掲げる事項 

ａ 主要な非連結子会社の名称 
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ｂ 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由 

いて所有している会社等を子会社としなかった

ときは、当該会社等の名称及び子会社としなかった理由 

ｂ 非連結子会社を連結の範囲から除いた理由 

ハ 株式会社が議決権の過半数を自己の計算において所有している会社等を子会社としなかった

ときは、当該会社等の名称及び子会社としなかった理由 

ニ 第95条第 1 項ただし書の規定により連結の範囲から除かれた子会社の財産または損益に関す

る事項であって、当該企業集団の財産及び損益の状態の判断に影響を与えると認められる重要

なものがあるときは、その内容 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

②～④（同左） 

 

2-1.連結の範囲に関する事項 

[記載例] 

１．連結の範囲に関する事項 

(1) ～（4）（同左） 

（新設） 

 

 

 

 

2-3-(4).その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

[記載例] 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ～②（同左） 

（新設） 

 

 

 

 

③ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

2-4.連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

ハ 株式会社が議決権の過半数を自己の計算にお

ニ 第63条第 1 項ただし書の規定により連結の範囲から除かれた子会社の財産または損益に関す

重要る事項であって、当該企業集団の財産及び損益の状態の判断に影響を与えると認められる

なものがあるときは、その内容 

ホ 開示対象特別目的会社（会社法施行規則第 4 条に規定する特別目的会社（同条の規定により当

該特別目的会社に対する出資者または当該特別目的会社に資産を譲渡した会社の子会社に該

当しないものと推定されるものに限る。）をいう。）がある場合には、次に掲げる事項その他

の重要な事項 

会社の概要ａ 開示対象特別目的  

ｂ 開示対象特別目的会社との取引の概要及び取引金額 

 

 

②～④（省略） 

2-1.連結の範囲に関する事項 

[

(5

記載例] 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)～（4）（省略） 

) 開示対象特別目的会社 

開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会社を利用した取引の概要及び開示対象特別

目的会社との取引金額等については、「開示対象特別目的会社に関する注記」に記載しておりま

す。 

 

2-

[記載例] 

(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① ～②（省略） 

③ 完成工事高及び完成工事原価の計上基

3-(4).その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

 

準 

 当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約に いつ

ては工事進行基準を適用し、その他の工事契約に は、工事 準を適用しておりついて 完成基

ます。なお、工事進行基準を適用する工事の当連結 度末にお 捗度の見 、会計年 ける進 積りは

原価比例法によっております。 

④ 消費税等の会

消費税及

計処理 

び地方消費税の会計処理は、税抜方式に おりますよって 。 

 

2- 産及び負債の評価に関する事項4.連結子会社の資  

 

（記載上の注意） 

負債の評価に関する事項」は、 規則か れている。「連結子会社の資産及び 会社計算 ら削除さ  

ただし 結計算書類の作成、平成 22 年 4 月 1 日前に開始する事業年度に係る連結計算書類のうち、連

のための基本となる重要な事項に関する注記については、連結子会社の資産及び負債の評価に関する

事項を含むものとするとされている（「会社法施行規則、会社計算規則等の一部を改正する省令」（平

成 21 年法務省令第 7 号）附則第 8 条第 5項）。 
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５． 記金融商品に関する注  

 

[記載例] 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入

により資金を調達しております。 

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価

の把握を行っています。 

転資金(主として短期)および設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入借入金の使途は運

金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しておりま

す。なお、デリバティブ取引は内部管理規程に従い，実需の範囲で行うこととしております。 

．金融商品の時価等に関する事項

 

２  

平成○年○月○日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの

差額については、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

 
連結貸借対照表 

計上額(*) 
時価(*) 差額 

(1) 現金及び預金 xxx xxx －

(2) 受取手形及び売掛金 xxx xxx －

(3) 投資有価証券 

  その他有価証券 xxx xxx xxx

(4) 支払手形及び買掛金 (xxx) (xxx) －

(5) 短期借入金 (xxx) (xxx) －

(6) 長期借入金 (xxx) (xxx) xxx

(7) デリバティブ取引 － － －

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注 1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

 

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金 

るため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額にこれらは短期間で決済され

よっております。 

 

(3) 投資有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

 

(4) 支払手形及び買掛金、並びに(5) 短期借入金 

時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額にこれらは短期間で決済されるため、

よっております。 

 

（新設） 
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(6) 長期借入金 

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り っております。変動金利による長 金は金利スワップ引いて算定する方法によ 期借入

の特例処理の対象とされており（下記 照）、当該金利スワップと一体として処 た(7)参 理され

元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られる利率で割り引い

て算定する方法によっております。 

 

(7) デリバティブ取引 

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処

理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記(6)

参照）。 

 

 （注 2）非上場株式（連結貸借対照表計上額xxx百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ

ュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、

「(3)投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。 

 

（記載上の注意） 

(1) 別注記表における注記を要しない。 連結注記表を作成する株式会社は、個  

(2) 「金融商品に関する注記」は、重要性の乏しいものを除き、次の事項を記載することとされてお

り、企業会計基準適用指針第 19 号「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」を参考にし、各社

の実情に応じて、概括的に記載する。 

① 金融商品の状況に関する事項  

② 金融商品の時価等に関する事項 

(3) 「金融商品に関する注記」は、平成 22 年 3 月 31 日前に終了する事業年度に係る計算関係書類に

つ されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規則等の一部いては適用

を改正する省令」（平成 21 年法務省令第 7号）附則第 8 条第 3項）。 

 

等不動産に関する注記６．賃貸  

例]

 

 [記載  

賃貸等不動産の状況に関する事項１．  

当社及び一部の子会社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル(土地を

含む。)を有しております。 

賃貸等不動産の時価に関する事項

 

２．  

(単位：百万円) 

連結貸借対照表計上額 時価 

xxx xxx 

 

（注 1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除し

た金額であります。 

（注 2) 当期末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指

標等を用いて調整を行ったものを含む。)であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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（記載上の注意） 

(1) 連結注記表を作成する株式会 ける注記 い。社は、個別注記表にお を要しな  

(2) 「賃貸等不動産に関する注記」は 性の乏しいものを除き、次の事項を記載することとされ、重要

て 第 20 号 貸等不動産の時価等の 示に関する会計基準」及び企業会計基準適おり、企業会計基準 「賃 開

用指 貸等不動産の時価等の開示 会 適用指針」を参考にし、 実情針第 23 号「賃 に関する 計基準の 各社の

に に記載する。応じて、概括的  

① 不動産の状況に関する事項賃貸等  

② の時価に関する事項賃貸等不動産  

(3) 「賃貸等不動産に関する注記」は、平成 22 年 3 月 3 日前に終了する事業年度に係る計算関係書1

類 ついては適用されない。ただし、早期適用は可能である（「会社法施行規則、会社計算規則等のに

一 」（平成 21 年法務省令第 則 3 項）。部を改正する省令 7号）附 第 8条第  

 

７．開示対象特別目的会社に関する注記 

 

[記載例] 

１．開示対象特別目的会社の概要及び開示対象特別目的会社を利用した取引の概要 

   当社では、資金調達先の多様化を図り、安定的に資金を調達することを目的として、リー

ス債権、割賦債権、営業貸付金の流動化を実施しております。当該流動化にあたり、特別

目的会社を利用しておりますが、これらには特例有限会社や株式会社、資産流動化法上の

特定目的会社があります。当該流動化において、当社は、前述したリース債権、割賦債権、

営業貸付金を特別目的会社に譲渡し、譲渡した資産を裏付けとして特別目的会社が社債の

発行や借入によって調達した資金を、売却代金として受領します。 

   さらに、当社は、いくつかの特別目的会社に対し回収サービス業務を行い、また、譲渡資

産の残存部分を留保しております。このため、当該譲渡資産が見込みより回収不足となっ

た劣後的な残存部分については、平成○年○月末現在、適切な評価減などにより、将来に

おける損失負担の可能性を会計処理に反映しております。 

   流動化の結果、平成○年○月末において、取引残高のある特別目的会社は○社あり、当該

特別目的会社の直近の決算日における資産総額(単純合算)は×××百万円、負債総額(単純

合算)は×××百万円であります。なお、いずれの特別目的会社についても、当社は議決権

のある株式等は有しておらず、役員や従業員の派遣もありません。 

 

２．開示対象特別目的会社との取引金額等 

 

(単位：百万円)

主な損益 主な取引の金額 

計年度末 又は当連結会

残高 (項目) (金額)

譲渡資産(注 1)：    

リース債権 X,XXX 売却益 XXX

割賦債権 X,XXX 売却益 XXX

営業貸付金 X,XXX 売却益 XXX

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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譲渡資産に係る 

残存部分(注 2)  

X,XXX 分配益 XXX

   

回収サービス業務(注 3) XXX 回収サービス業務収益 XX

 

( 資産に係る取引の金額は、譲渡時点の帳簿価額によって記載しております。また、譲注 1) 譲渡

渡資産に係る売却益は、営業外収益に計上されております。 

( 分の取引の金額は、当期における資産の譲渡によって生じたもの注 2) 譲渡資産に係る残存部

で、譲渡時点の帳簿価額によって記載しております。平成○年○月末現在、譲渡資産に係る

残存部分の残高は、XX,XXX百万円であります。また、当該残存部分に係る分配益は、営業外

収益に計上されております。 

( は、通常得べかりし収益を下回るため、下回る部分の金額は、回収注 3) 回収サービス業務収益

サービス業務負債として固定負債「その他」に計上しております。回収サービス業務収益は、

営業外収益に計上されております。 

 

（記載上の注意）

 

 

(1) 連結計算書類を作成する株式会社は、個別注記表における注記を要しない。 

(2) 「開示対象特別目的会社に関する注記」は、開示対象特別目的会社の概要、開示対象特別目的会

社との取引の概要及び取引金額その他の重要な事項を記載することとされており、企業会計基準適用

指針第 15 号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」を参考にして記載することが考えら

れる。 

 

８．1 株当たり情報に関する注記 （省略） 

 

９．重要な後発事象に関する注記（省略） 

 

[記載例] 

（新株発行の決議） 

当社は、平成○年○月○日開催の当社取締役会において、平成○年○月○日を払込期日とし

て、普通株式○○株を一般募集の方法によって発行することを決議しました。 

払込価額、払込価額中の資本に組み入れる額、その他の新株式発行に必要な一切の事項は、平成○

年○月中旬開催の取締役会において決定する予定であります。 

 

10．その他の注記 

 

（記載上の注意） 

(1) （省略） 

(2) 例えば、以下のような会計基準で注記すべきとされている事項や有価証券報告書提出会社が有価

証券報告書で開示する事項について、重要性を勘案のうえ、記載することができる。 

（削除） 

（削除） 

① 退職給付に関する注記 

② 減損損失に関する注記 

③ 企業結合・事業分離に関する注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．1 株当たり情報に関する注記 （同左） 

 

６．重要な後発事象に関する注記（同左） 

 

[記載例] 

（新株発行の決議） 

当社は、平成○年○月○日開催の当社取締役会において、平成○年○月○日を払込期日とし

て、普通株式○○株を一般募集の方法によって発行することを決議しました。 

払込価額、払込価額中の資本に組み入れる額、その他の新株式発行に必要な一切の事項は、平成○

年○月中旬開催の取締役会において決定する予定であります。 

 

７．その他の注記 

 

（記載上の注意） 

(1) （同左） 

(2) 例えば、以下のような会計基準で注記すべきとされている事項や有価証券報告書提出会社が有価

証券報告書で開示する事項について、重要性を勘案のうえ、記載することができる。 

① 有価証券に関する注記 

② デリバティブ取引に関する注記 

③ 退職給付に関する注記 

④ 減損会計に関する注記 

⑤ 企業結合に関する注記 
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④ 資産除去債務に関する注記 

⑤ その他追加情報の注記 

 

 

 

（新設） 

⑥ その他追加情報の注記 

 

 

 

 


